
ＮＯ. 　　　　　

農転調整

済・不要 ㎡
省令　別記様式第２

住所、氏名、地名地番、実測面積、用途（計画戸数）、施工者、工事着完日、非自己用か否か

2 委　任　状　　　　      ※１ 代理者の資格、登録番号記載

3 事前協議書 ★事前協議を行った場合

4 事前協議意見書写し ★事前協議を行った場合（担当課押印入りの写し）

5 申請理由書（概要） 申請の理由、申請地の所有権について、公共・公益施設の調査及び整備計画について明記

6 設計説明書　　　      ※２、３ 市規制規則様式第１号、付表１（※３）、付表２（※３）

7 公共施設等の同意書※９ 公共施設の付け替え、廃止等がある場合（３２条同意等）

8 設計者の資格　       ※６ 市規制規則第３号　卒業証明書又は免許証、業務経歴証明

申請者の資力及び

信用に関する申告書※４

工事施行者の能力に

関する申告書          ※４

11 工事の資金計画書   ※４、５ 省令別記様式第３・造成・建築費見積、付帯工事費は仮設工事費、道路復旧工事費、その他を算定

12 土地の全部事項証明書

13 開発行為の施行等の同意書　※１０ 市規制規則第２号　所有権者、抵当権者、根抵当権者、その他土地に対する権利者

14 １３（同意書）の本人確認資料 【個人】印鑑登録証明書、健康保険の被保険者証、運転免許証等の写し　【法人】印鑑登録証明書の写し

15 隣接地主等への周知経過説明書

16 水利権者の同意 日付、管理者印、区長の意見を確認し理由書等に記入（水利権がない場合）

17 現況写真 ２枚以上、図面に撮影方向の表示

18 開発区域位置図 都市計画図（１／２０，０００）、方位、縮尺、区域朱書、申請地と明記

19 開発区域現況図 現況図（１／　２，５００）、方位、縮尺、区域朱書、申請地と明記

20 公共施設新旧対象図 施設構造図の添付、位置※市規制規則様式第１号付表１～３の対象番号と統一

21 縮尺・方位・区域朱書・転記日・転記者・隣地所有者等・公道（茶）・水路（青）の着色

22 求　積　図 杭の表示、求積表（公共施設・各宅地別）、方位、縮尺

23 土地利用計画図 方位、縮尺、隣地境界線からの建物の位置、接道幅、用途、道路幅員（現況・後退・認定番号・種別）、境界線の種別

24 造成計画平面図 方位、縮尺、区域朱書き、区域内の公共施設の位置、擁壁・土留等の位置

25 造成計画断面図 盛土（赤）、切土（黄）の色別、現地盤高・計画地盤高

新設道路の縦横断図・構造図・安全施設（区画線図、カーブミラー）、ごみ集積所（平面図、断面図）

27 がけの断面図 高さ及び勾配、土質、地盤面

28 建築物平面図 用途、各階床面積、延べ面積

29 2面以上（最高高さ記入）

30 排水施設計画平面図 給排水計画書、排水区域、施設の位置、勾配、放流先

31 排水施設構造図 雑排水槽、排水升、側溝（仕様を明確に）、グレーチング（仕様を明確に）等

32 給水施設計画平面図 ※２ 施設の位置、配管経路、管径、止水栓等の位置

33 雨水計算書              ※７、８ 雨水計算書に伴う図面、流末水路等の放流断面図

都市計画図(1/2,500)、既設消火栓の位置(半径１２０ｍ等の円)、管網の図

新設の場合：防火水槽の構造図、新設消火栓の位置図、標識設置箇所の表示

35 公園等　　　　　　　　　 ※２ 公園、緑地、広場　★緩衝帯（１ｈａ以上の場合）

36 樹木の保存、表土の保全 ※６ 現況図、計画図、断面図
※１ 申請者自らが手続きを行う場合（代理人を立てない場合）は添付不要

※２ 自己の住居のための開発行為の申請の場合は添付不要

※３ 公共施設等が含まれていない場合には添付不要

※４ 自己の住居又は自己の業務のための開発行為の申請で、開発区域の面積が１ｈａ未満の場合は添付不要

※５ 収支計画の支出のうち、工事費及び附帯工事費の額の合計が100万円未満の場合は、不要（市規制規則第４条）

※６ 開発区域の面積が1.0ｈａ未満の場合は添付不要

※７ 開発区域の面積が0.１ｈａ未満の場合は添付不要

※８ 1.000㎡以上で事前協議後２９条申請を伴う案件については、オンサイト貯留形式を検討及びオリフィスも同様に検討する

※９ 事前協議を行った案件については、協議書を締結したことをもって同意を得たものとする

※１０ 法第２９条の申請のみ添付

道路を築造する場合は道路に接する区域外の地権者の同意書が必要
擁壁（法第33条第1項第7号に該当）の水抜き穴設置に関して隣接地権者の排水承諾が必要

市規制規則第４号　申請者が法人の場合【登記事項証明書、宅建免許証（写し）、前年度の納税証明
書（法人税及び事業税）】、申請者が個人の場合【住民票、前年度の納税証明書（所得税）】資金計画
書への記載〔自己申告〕で可

市規制規則第５号　工事施工者が法人の場合【登記事項証明書】、工事施工者が個人の場合【履歴
書、住民票、前年度の納税証明書（所得税）】事業経歴書は「宅地造成履歴」欄に記載すれば添付不
要

34 消防水利                  ※２

公　図

擁壁の構造図・構造計算書※規則第23条（切土２ｍ、盛土１ｍ、切土盛土２ｍで崖を生じるもの）現地管理及び完了検査時写真必要
26

区域内全て　所有者の住所が現在と相違する場合はそれをつなぐ書類（住民票等）

構　造　図　　　　　

建築物立面図

～＜非線引き区域における3,000㎡以上の開発行為＞～
開発行為添付書類一覧表　　～＜市街化区域における1,000㎡以上の開発行為＞～

9

申請者住所
　　　　 氏名

開発区域
面積

担当： 印

10

1
開発許可申請書

℡　

代理人：


